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なでしこ就職応援事業

人材掘り起こし・育成・スキル習得 職場体験・企業と求職者のマッチング 職場改善・定着、企業の人材育成

介護人材確保支援事業

求職者向け 事業者向け

職人育成応援事業

就職氷河期世代就職応援事業

ものづくり技能習得奨励金
就業チャレンジ支援事業

ワークスポット
事業

採用力強化・機会創出事業

中途採用合同就職説明会事業

就職マッチング支援事業

人材確保支援事業（立地企業サポート事業）

障害者雇用奨励金

 ・ 市内大学インターンシップ支援事業

職場改善コンサルティング事業

職場環境改善事業
（立地企業サポート事業）

中小企業人材育成補助金

UIJターン新規就業支援事業
新卒高校生向け
企業説明会

（道主催）
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今回は、“人材育成”と“職場定着”に向けた事業について説明および意見交換を実施

なでしこ就職応援事業 ：26ページ
介護人材確保支援事業 ：12ページ
職人育成応援事業 ：25パージ
就職氷河期世代就職応援事業：34ページ
ものづくり技能習得奨励金 ：36ページ

中小企業者
サポートブックの
掲載ページ

職場改善コンサルティング事業：24ページ
職場環境改善事業

（立地企業サポート事業補助金）：19ページ
中小企業人材育成補助金 ：23パージ
障害者雇用奨励金 ：22ページ

１．採用支援の取組について（現状と課題）



人材育成に関する事業
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• 子育て中で働くイメージを持てない女性や、出産・育児などを理由に離職し
ている女性など、働きたい女性を対象として、就職に向けたスキルアップ研
修やセミナーを実施

• 市内企業での職場体験を実施し、働きたい女性と女性を雇用したい企業の
マッチングを行い、就職につなげる。

概要・目的

なでしこ就職応援事業（平成30年度～）

■参加者数 46人
■就職者数 29人
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２．人材育成に関する事業

令和４年度

■参加者数 44人
■就職者数 16人

令和５年度（12月末時点）

※平成28年度と平成29年度は「女性復職支援事業」として実施

直近の実績



• 人手不足の建設業界への入職促進のため、概ね49歳以下
の方を有給研修生として雇用

• フォークリフト、玉掛け、高所作業車など、建設業で活
用できる14種類の資格取得を支援

• 資格取得に係る費用は無料（研修生の費用負担なし）
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２．人材育成に関する事業

概要・目的

職人育成応援事業（令和３年度～）

■参加者数 10人
■就職者数 7人
（うち建設業 4人）

令和４年度 令和５年度（12月末時点）
■ 参加者数 10人
■就職者数 9人
（うち建設業 7人）

※平成27年度から令和２年度までは「若者人材育成事業」として実施

直近の実績
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２．人材育成に関する事業

就職氷河期世代の不安定就労者を対象に、キャリアコンサ
ルティングや建設・製造・港湾・倉庫業で役立つ資格取得
（９種類）、職場見学を実施し、就職を支援

概要・目的

就職氷河期世代就職応援事業（令和３年度～）

※就職氷河期世代
平成5年から平成16年の間に学校卒業期を迎えた方
（高卒者37歳～48歳、大卒者41歳～52歳）

■参加者数 21人
■資格取得 7人
■就職者数 13人

令和４年度 令和５年度（12月末時点）
■ 参加者数 26人
■資格取得 14人
■就職者数 13人

直近の実績



職場定着に関する事業
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２．職場定着に関する事業

• 採用活動や職場環境など、企業が抱える様々な悩みに
対し、中小企業診断士や社会保険労務士などの専門家
が個別にコンサルティングを実施

• 社内研修会を実施する場合は、講師を派遣し、企業の
課題に沿ったテーマで講義を実施

概要・目的

職場改善コンサルティング事業（平成30年度～） ※平成27年度から令和２年度までは
「離職防止等処遇改善事業」として実施

令和４年度 令和５年度（12月末時点）
■ 個別支援 51社
■従業員ES調査 10社

■個別支援 50社
■個別研修 26社
※令和５年度は従業員ES調査は
実施せず、個別研修を実施

直近の実績
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２．職場定着に関する事業

中小企業者等の経営者や従業員が、経営力・技術力強化の
ため、中小機構（独立行政法人中小企業基盤整備機構）が
主催する研修を受講した場合、その受講料の一部を補助

概要・目的

中小企業人材育成補助金（平成27年度～）

令和４年度：８事業所14人分
令和５年度：９事業所17人分（令和６年１月時点）

市外で受講 市内で受講 Web研修の場合

1人当たり20,000円 1人当たり15,000円 1人当たり15,000円

補助金額

直近の実績
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２．人材育成に関する事業

厚生労働省が実施する特定求職者雇用開発助成金（特定
求職者困難者コース）の対象障がい者を引き続き雇用継
続する事業者に対して奨励金を支給

概要・目的

障害者雇用奨励金事業（平成30年度～） ※平成27年度から令和２年度までは「離職防止等処遇改善事業」として実施

令和４年度：１事業所
令和５年度：申請なし（令和６年１月時点）

直近の実績

補助金額
【身体・知的障害者（45歳以上・重度）、精神障害者】
1年継続雇用 ⇒ 12万円
6か月～12か月未満継続雇用 ⇒ 6万円

【身体・知的障害者（45歳未満）、短時間労働者】
1年継続雇用 ⇒ 10万円
6か月～12か月未満継続雇用 ⇒ 5万円


